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3)樋渡由美 [1990]，空井議 [1993]，中北治例 [2000a][2000b] [2001]。














テム如何でで、あ lりJ. その点において所1得守1倍奇明用g計i州1山刈h同Ijiは立社会党のJ計hl耐I性山削I!判j案よりも多くの支持を{得守' また，
それまでのマクロ計IlhjにJ-ヒべても倍増計Iljは[r[l(に強くアピールする機恕を{iしていたのではあ
るまいか。それゆえ ji}r俗的J抗日"[lljを字義どおりに「所得の二倍論」と解したり，単なるIlE成長
政策と見なすべきではないであろう n 言い換えれば 所得倍用計[lhjという形で表現された政策構













5)'告JI'~程 [1993] は， 114ヵI1というWWlI¥lri、lに卜沿な数，{:(I'J先付けをf'l'った政I{.f)，正本榊fむを作成できjなかった.という伴内
1¥1のいわば公式見解を吉(!i{liどおり受け人れている
49 
11 際成長率は「慎重あるいはl人~'Iinuに見積ってj 算出されたものであったという。もっとも， m*
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6) r 1本経済新IltlJ1955年1211(I 1。
7) r 1本経済新|昔lJ1957年21 5 10 
50 
11度成長Wlの経済政策jT'i:tLl
こうした事態への対応として，まずr1本銀行が公定歩合を 2度にわたって引き上げた F それで























られねばならなかったのである F 新計Ilhjは， 1957年8月に経済審議会に対して諮問され，同審議
8) r朝日新聞~ 1957年斗月 8110
9) r朝日新聞~ 1957iJ' 5 1116110 
10) r東洋経済新報j1957可Gn 15日行， p.120 
11) r朝日新聞j1957年611111 J v 
12) r宇iflH新聞1J1957'1二61120lL
13) r LI本経済新聞j1957年G111511， 
14)蔵相に l占l執していた池山に • j-I三は他の|主IflItへの横il'tりを安請したofjfijgU'，哉 [1985]，]).1370 






























17) Li1i-疋新lJ¥ll1959'1. 1 J 1 :11っ
18) r JI本経済新IlrU1959fJ.2 J 123日。
19) r朝1新Itl1959>1-2 ) 12311 c 






































































































































































































































37) i座談会 二党の経済政策を批判するJ.fl'[IIJ 1960年121号.p.76" 
38)宏池会 f資料j第32号.1960年6Jj. p.l.2. 
39)宏池会 f資料1第35-¥of.1961i['.2 1. p.l" 
40) r毎日新1!¥1l1960年12F12111"
































44) ~'!JJ II 新 J!\I J 1960l-9 rJ:l 110 
45) rエコノミストj1960年11)1 1 "I}. p.240 


























1本 アメリカ イギリス ，，1{ドイツ フランス
1970 20.0 32.5 40.5 38.5 n.a. 
1975 27.6 28.3 48.8 49.3 43.8 
1980 33.0 34.1 44.4 49.0 日.a
1985 32.7 36.9 45.7 47.9 53.2 
1989 32.6 36.3 40.6 45.8 n.a. 
1993 34.5 37.2 45.1 50.6 46.6 
iU 1980年以1;牟はGDP。






































































































50) r LI本経済新開J1960年7rI 1511 0 rエコノミストJ1960年1H1221PJ.1'.17。ハリス [1968]，pp.3-4， pp.158-1590 ベシュロ
ス [1992].pp.41-45。台市1帯 [19抗4]。






























53)宏池会『資料j第17号， 1959'1'-2 1， p.4o 


































61) r朝日新1!lJ1960年 91J611" 
62) r読売新聞J1960年 911811"
































































































































































74) r政審資料j第22号 1959年 9JI， p.2. 
75) rll本経済新聞J1959年61 9 1のれ説(;:1:.村会党の参院選結果について「安保体;jirHJ被などIEl{が簡単に珂解できず.[I[ 
民生活にu'u妻結びつかなlリl'現実的な lo'ilや政策が……敗[10にあげられているjと指摘している c
76) r京i下経済新報J1959年7月25け， p.29， 
77) r政寄資料I第22号.1959年日月。
78)評論家1主総持は， I社会党が機造改革の新路線をli'rしたil'[j妻の契機は. 1也 llIJ}~I*1の所幻1汗Jì'1 計 Ilhí というか，高度成長政策と
対決する必要からであったjと託子守している， rエコノミストJ1961 {F-2 17 1~i. p.6， 
79) r毎日新IlfJj1961年2fJ 7 1。























第1:)(産業 2.9% 6.5% 1.5% 
1¥2次?￥;)/'; 9.1% 15.7% 12.6% 
第3次序一~ 8.3% 9.9% 10.5% 
公占在t郁1"1 8.9% 13.7% 3.9% 
その他と色品| 7.9% 11.8% 10.5宇4
1就業有数
第 1:欠席~ -2.7;也 2.0% 5.3% 
苫12:)(I)g，<t 3.5% 4，5% 3.0% 
:;r~3;jU在来 2.7% O.2WJ 4.4% 
公益msド'1 3.1% 3.6% 2.1% 
1 1.2% 0.9% 1.3% 
!日労働't原作
~11次産業 5.5% 8.6% 2.5%( 8.7%) 
~ì2次 1'"(:$ 5.6% 11.2% 9.5%(3.9%) 
~;3次 I'E業 5.5% 9.7% 6.1メ(6.9'}~/) 
土ミ自主吊"，'1 5.WifJ 11l.1% 2.2% (l2'()%) 







幸子 'i;~収支(1 1 際司!主) 23.5f.Gドル
川)1経常収支羊以外は，すべて年平均成長半。





7./!~IJf.刊 ~'tl宝所得の '1と 1'11)成長率一就業者数の年、F均成長率
8:;'紛の実質成長率・経制収支は'j'.1宜それ以外はすべて併年で，1961.7印均年の数値よりWfl[ilで計草。
9克紛の労働'J.:t草作の( )1勾はデフレー タの苛|一再案。ただし.れ1成長率 実質成長不とLてq.mo
l P1 Vl~) 経済企I!!!ili'編119631.日本社会党政措資料集成樹埠刊行吾 (1会制[19叩l 経済企IIMi 制 [19911 ，
通略行[19911より刊成。
83) r政審資料j第34号， 1960年10月， pJi収。




















q í_f.~~ : (1万1")c 
1959 1964 1964/1959 
中1-1'1.ソ足l! 37 1.200 32.4 
アジア・アフリカ 1，350 2，500 1.9 
JヒアメリブJ 1，150 1，600 1.4 
ヨーロソ，: 370 自00 2.2 
その他 547 600 1.1 









て打出した運動万針，政策なりを体系づけ t日本化しただけのものだJ(f毎日新聞~ 1961 fj'_ 2 f j7 11) と諮っていた。
86) fI本社会党政策資料集成刊行委員会編[1990 l， p.196. pp.206-207o 






























[1974J， pp.470-471)。日本でも，大躍進計画が組踊を来たしつつあることを報じる記事が， 1959 
年に新聞や雑誌に登場し始めていた制。特に悲惨だったのは1961年で 成長率はマイナス30%と
落ち込み，農業は大凶作に見舞われて多数の餓死者を出したのである(南売進 [1990J，p.11，回
88) r毎日新聞j1961 年 21]1611 0 
89) r n flfl会党j42号， 196();ド1111，所l収。
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